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次に大友哲様からのご質問へお答えいたします。まず、葛野川ダムにおける貯留制限期問中の貯

留につきましては、現地工事事務所の判断によって行われたため、本店ではこの事実を認識してお

りませんでした。

次に、自然エネルギーの普及拡大に対する当社の取り組みについてお答えいたします。当社の自

然エネルギー導入の目標値に関するご質問ですが、今般 RPS 法に基づく平成 26 年度における全国

規模の目標量が引き上げられたことに伴い、同年度の当社の義務量は、想定される販売電力量の約

1.6%に相当する 50 億キロワットアワー程度となる見込みです。これは当社にとりまして大変厳し

いものと考えておりますが、自然エネルギーの自社開発と他社からの購入等を組み合わせ、まずは

この義務量を確実に達成できるよう努力して参る所存です。

グリーン電力基金への寄付は、地球環境問題の解決への貢献を目的としており、自然エネルギー

の普及拡大を通じて環境保全に貢献したいというお客さまのニーズにお応え出来るというメリッ

トや、当社がお客さまと同額の寄付を行うことにより、自然エネルギーによる発電設備の設置を助

成し、その普及拡大に貢献できるメリットがあります。

当社子会社である日本自然エネルギー株式会社の 18 年度の経常費用は約 2 億 3,800 万円、経常

利益は約 2,800 万円であります。今後は、グリーン電力証書の認知度の向上等により、当該証書の

販売を拡大し継続的に黒字を確保していく計画であります。

自然エネルギーからの電気の購入に伴うコストアップにつきましては、当社はこれまでも経営努

力により吸収して参りましたが、厳しい競争に勝ち抜くためには、その分を単に電気料金へ上乗せ

することは適切ではないと考えております。当社が自然エネルギーを推進する理由につきましては、

先ほど浅川様のところでお答えしたとおりです。 (下記)

「太陽光発電所ネットワーク」に対し、当社は太陽光発電システムの普及を目指すという設立趣

旨に賛同して寄付を行いましたが、当社社員を出向させるという目的はなく、出向したという事実

もありません。

次に、情報通信事業に関するご質問へお答えします。18 年度の情報通信事業の売上高は、主に

フュージョン・コミュニケーションズ株式会社,株式会社テプコシステムズ、当社光ネットワーク・

カンパニー、株式会社ドリーム・トレイン・インターネットの売上高で構成されております。なお、

光ネットワーク・カンパニーの売上高は、本年 1 月 1 日に FTTH 事業等を KDDI 株式会社へ承継

するまでの間のものであります。情報通信事業の営業損失は、主に光ネットワーク・カンパニーの

営業損失であります。情報通信事業におけます使用人の数につきましては、FTTH 事業等の承継に

よる減少はあったものの、電気料金等の情報処理を行っている株式会社ティー・オー・エスが 18

年度に連結子会社となったことなどから増加したものであります。心線貸し事業とは、光ファイバ

ーの心線を貸し付ける事業であり、お客さまのご要望があれば当社は設備に余裕がある場合に限り

心線貸しを行っております。フュージョン・コミュニケーションズ株式会社につきましては、当社

グループの情報通信事業戦略と同社をめぐる経営環境に鑑み、同社の成長戦略とシナジー創出のた

め、同社の株式を楽天メディア・インベストメント株式会社に譲渡することといたしました。

当社の電柱へ通信線を設置する共架につきましては、各支社の設備部門が担当しております。共

架に際しては、お客さまが共架を希望される電柱の強度や通信線の設置スペースなどを確認したう

えで、共架の可否を判断する必要があるため、所定の申込み手続きをお願いしております。また、

共架にあたり、通信線の設置スペースを確保するための設備改修が必要な場合には、設計・改修工

事等にお時間をいただくことがございます。なお、当社は 18 年 7 月より、当社のホームページか

ら共架を申し込むことができるようにするなど、手続きの簡素化に取り組んでおります。



最後に、固定電話のナンバーポータビリティ制度につきましては、既に開始されており、KDDI

株式会社が提供する FTTH サービス「ひかりワン」の IP 電話サービスにおいても、現在の NTT

の電話番号をそのまま利用できるようになっております。
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このうち、自然エネルギーの普及拡大への取り組みといたしましては、子会社を通じた風力発電事業

やグリーン電力証書システムの展開、グリーン電力基金への支援、自然エネルギーで発電した電気の購

入などを引き続き行って参ります。次に、風力発電、太陽光発電等の地域分散型電源設備の増設に関す

るご質問ですが、自然エネルギーによる発電は,コストが高いことに加え、自然条件に左右され出力が不

安定であるなどの大きな課題があります。したがいまして当社といたしましては自然エネルギーによる

発電方法を補完電源と位置付けておりますが、自然エネルギーはクリーンで枯渇の心配がないなどのメ

リットがあるため、引き続きその普及拡大に努めて参りたいと考えております。また、地域分散電源シ

ステムは、系統に連系し、需給調整等を系統に依存することではじめて安定的な運転が可能となるため、

系統に与える影響力の少ないシステムの構築は、現段階では課題が多く、十分な検討が必要であると考

えています。次に、太陽光発電の系統連系に関する周知・相談に関するご質問ですが、当社は太陽光発

電の設備メーカー、住宅メーカーや電気工事店に対し、「系統連系規程」等の内容をお客さまにお知ら

せいただくよう、機会をとらえてお願いしており、これを今後も継続して参ります。系統連系等に関す

る個別の相談につきましては、最寄りの支社で受け付けております。


